◆090822・インタビュー／公的就労を失業政策の中心に／秋から自治体、職安に要請／佐藤陵一建交労委員長

　失業率が過去最悪の水準に迫るなか、多くの失業者が雇用保険の給付期限を迎えるなど、生活保障は待ったなしだ。かつて失業者を多く組織した全日自労の流れをくむ建交労の佐藤陵一委員長は、国が財政負担し地方自治体が仕事を創出する「公的就労事業」を制度化し、失業政策の中心に据えるよう訴えている。要旨は次の通り。

　　●所得保障を根本に

　年末年始の「年越し派遣村」では、相談に訪れた六百二十九人のうち七割が野宿を経験し、二百七十人が生活保護の急迫適用を受けた。雇用保険と生活保護の間をつなぐ制度がない、日本のセーフティーネットの貧弱さが改めて明らかになったできごとだった。
　いまも完全失業者三百四十七万人のうち八割弱が何の収入もなく職探しをし、働きたくても仕事がない人々が着実に増えている。
　こうした事態を打開するためにも、失業政策の根本を失業者の所得保障にしなければならない。憲法二十七条（勤労権）に基づく具体化が問われている。
　戦後、国が財政保障し地方自治体が就労場所をつくる「失業対策事業（失対事業）」は、失業政策の中心に据えられてきた。少ない財政負担で多くの失業者を吸収してきたが、九六年に廃止された。
　このほど雇用対策の柱として新設された、職業訓練期間中の生活費給付は失業者にとって役に立つ制度ではあるが、訓練枠が足りず応募者の半数程度しか受けられないのが現状。給付額の上限が月十二万円という額の問題もあり、これだけでは決して十分ではない。
　職業訓練を数カ月間受けさせ「あとは自己責任で」というのではなく、職業訓練で知識や技能を身につけ確実に再就職につなげるためにも、三年ほどの余裕をもてる制度が必要だ。公的就労がその間の生活の重要な支えとなる。
　国は「失対事業」を否定するが、実際には直接的な雇用創出策に踏み出さざるをえなくなっている。地域で雇用機会を創出するための「緊急雇用創出事業」「ふるさと雇用再生特別交付金」はその一例。三年間の期間限定なので、これを恒久的な制度とするよう訴えたい。
　
　　●工夫して仕事を作り出す

　新たな公的就労事業は、①失業者の生活保障②職業訓練との接続③地域社会のニーズ――の充足が求められる。
　国が財政保障し地方自治体が工夫を凝らして事業を作りだす。そのありようは地域によってさまざまだ。たとえば、北海道の釧路では市有林の手入れや、海岸保全のためのハマナス植栽、観光地の清掃などの環境整備、除雪や氷割り、学童保育指導員の増員など、労組が仕事・雇用創出を市に提案し、いくつかが実施されている。
　また、公共サービスの外部委託が進み、「官製ワーキングプア（働く貧困層）」の増加が問題になっているが、公共サービスの職場を失業者吸収の「働く場」として位置づけた場合、委託料が安ければいいということにはならない。この問題にもリンクさせて考える必要があるだろう。

　　●偏見の克服が重要

　国は失対事業を「非効率」「（失対事業への失業者の）滞留はモラルハザード」と描き続けた。このバイアス（偏見）の克服が重要であることを、まず強調したい。
　「滞留」論は、高齢の失業者に働き場所がなく、失対事業に居続けなければならなかったという現実を見落とした議論だ。「効率」の点では、雇用増という政策目的からみれば、企業に助成・奨励金を給付するケースと比べて、効果は格段に高い。
　そのうえで、私たちが描く公的就労は、土木事業中心だった過去の失対事業と異なり、地域のニーズに基づく仕事であること、職業訓練と密接に組み合わせたものであることを提起している。

　　●「自己責任」からの脱却を

　ある失業者が「失業して初めて日本は冷たい社会だと感じた」としみじみ語っていたのが印象的だった。救済のための制度が乏しく、失業を自己責任としてとらえる政策を変えなければならない。
　「派遣村」以降、失業の問題が日本の前途を危うくするという共通認識ができつつある。「派遣村」が必要なくなる社会を展望するためにも、いま公的就労の確立を議論する必要がある。
　建交労はこの秋から、雇用失業闘争を全国統一闘争として強化する。地方自治体やハローワークとも意見交換しながら、全労連、地域労連規模で運動を展開し、総選挙後にできる新しい政府に対し、失業者の声をぶつけていきたい。 
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